
議案第30号

平成 30年度福岡市一般会計予算案

平成30年度福岡市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第 I条歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ838,769,000千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 l表歳入歳出予算」に

よる。

（債務負担行為）

第2条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為を

することができる事項、期間及び限度額は、「第 2表債務負担行為」による。

（地方債）

第 3条 地方自治法第230条第 I項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第3表地方債」による。

（一時借入金）

第4条 地 方自治法第235条の 3第 2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

200,000,000千円と定める。

（歳出予算の流用）

第 5条 地方自治法第220条第2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を

流用することができる場合は、次のとおりと定める。

( 1) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る

そ予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の聞の流用

平成30年 2月23日提出

福岡市長 高島宗一郎
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第 1 表歳入歳出予算

歳 入

款

( 1) 市 税

( 2) 地 方 譲 与 税

( 3) 事l 子 害j ヲノ凪、ゼ 付 金

(4) 配 当 害l 交 付 金

(5) 株式等譲渡所得割交付金

1 

2. 

3. 

4. 

5. 

6. 

7 

1. 

2. 

3. 

4. 

5目

6 

1 

1 . 

1. 

項 金 額

千円

319,111,209 

市 民 税 158, 501, 233 

固 定 資 産 税 115, 405, 898 

軽 自 動 車 税 1,762,494 

市 た f;J'. 」γ 税 11,528, 149 

入 湯 税 51, 871 

事 業 所 税 7, 826, 905 

都 市 計 画 税 24,034,659 

6, 197, 00 l 

特 JJIJ と ん 譲 与 税 128, 000 

地 方 揮 発 油 議 与 税 1. 510, 000 

地 方 道 路 譲 与 税

石 油 ガ ス 譲 与 税 65, 000 

自 動 車 重 量 議 与 税 l, 936, 000 

航 空 機 燃 料 譲 与 税 2, 558, 000 

274,000 

前j 子 害l 交 付 金 274, 000 

I, 261, 000 

配 当 害j 交 付 金 1. 261, 000 

285,000 

株式等譲渡所得割交付金 ?85, 000 
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款 項 金 額

千円

( 6) 分 離課 税所得割交付金 264, 000 

1 . 分離課税所得割交付金 264, 000 

(7) 県民税所得割臨時交付金 3. 670, 000 

1. 県民税所得割臨時交付金 3, 670, 000 

( 8) 地方消費税交付金 29, 625, 000 

1目 地 方 消 費 税 』ぜ旅之町E 付 金 29, 625, 000 

(9) ゴルフ場利 用 税 交 付 金 38, 000 

1. ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 38, 000 

(10) 自動車取得 税交 付金 。 I. 232, 000 

1 自動車取得税交付金 I. 232, 000 

(11) 軽油引取税交付金 4, 9-13, 000 

1目
軽 油 号｜ 取 税 ヲ，丸‘マ、 付 金 4, 913, 000 

(12) 国有提供施設等所在市助成交付金 29, 000 

1 固有提供施設等所在市助成交付金 29, 000 

(13) 地 方 特 例 交 付 金 I, 184. 000 

1 地 方 特 伊j 交 付 金 I. 184, 000 

(14) 地 方 交 イサ 税 34, 500, 000 

1 . 地 方 チJ‘宅ー' 付 税 34, 500, 000 

(15) 交通安全対策特別交付金 670, 000 

1. 交通安全対策特別交付金 670, 000 

(16) 分担金及び負担金 15,783,453 

1 負 担 金 15, 783, 453 
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款 項 金 額

千円

(17) 使用料及び手数料 25, 978, 811 

1 使 用 料 17, 454, 555 

2. 手 数 料 8, 327, 888 

3. 収 入 証 紙 ，収 入 196, 368 

(18) 国 庫 支 出 金 158, 923, 376 

1 . 国 庫 負 担 金 135,596,471 

2 国 庫 補 助 金 22, 860, 375 

3 委 託 金 466, 530 

(19) 県 支 出 金・ 34,743,811 

1 . 県 負 担 金 28, 109, 460 

2 県 補 助 金 4, 042, 256 

3 委 託 金 2, 592, 095 

(20) 財 産 収 入 4, 780, 176 

1 . 財 産 運 用 収 入 1. 606, 855 

2 財 産 売 払 収 入 3,173,321 

(21) 寄 附 金 283, 572 

1 寄 附 金 283, 572 

(22) 繰 入 金 11,107,516 

1. 財 政 調 整 基 金 繰 入 金 5, 700, 000 

2 N P  O活動支援基金繰入金 12, 990 

3 こど も 未 来 基 金 繰 入 金 802, 000 

4 
母子 父子 寡婦 福祉 資金 貸付 事業

22, 730 
特 grJ メ3色°' 計 繰 入 金
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款 項 金 額

千円

5. 地域保健福祉振興基金繰入金 2, 344 

6目
健 康づく り基金繰入金 3, 842 

7 環境市民ファンド繰入金 760,431 

8. 事業系ごみ資源化推進ファンド繰入金 241, 389 

9. 水道水源かん養事業基金繰入金 46, 622 

10. 音楽産業振興基金繰入金 500 

11. 市営住宅修繕基金繰入金 I, 250, 034 

12. 市営住宅敷金基金繰入金 88, 924 

13. 市営住宅基金繰入金 639,694 

14. みど り の基金繰入金 5, 576 

15. 高速鉄道建設基金繰入金 I, 450, 000 

16. 港湾整備事業基金繰入金 80,440 

(23) 繰 越 金 100, 000 

1 繰 越 金 100, 000 

(24) 言者 収 入 106, 186, 408 

1. 延 滞 金 及 び 加 算 金 303, 828 

2. 納 付 金 381, 054 

3 保 険 料 収 入 623, 235 

4 公 金 運 用 手rJ 子 3 

5 貸 付 金 :n:; 利 収 入 15,312,533 

6. 預 託 金 フ右 手。 収 入 75, 525, 859 

7. 補 償 金 80, 577 
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款 項 金 額

千円

8 弁 償 金 105, 041 

9. 福 祉 費 収 入 1. 904, 297 

10. 敷 金 収 入 86,425 

11. 受 託 事 業 収 入 541, 596 

12. 収 益 事 業 収 入 6, 400, 064 

13. 雑 入 4, 921, 896 

(25) 市 債 77, 628, 667 

1 市 債 77. 628, 667 

歳 入 d口,. 計 838, 769, 000 

nu 
－
 



歳出

款 項 金 額

千円

( 1) 議 会 費 1,915,467 

1. 議 会 費 1. 915, 467 

(2) 総 務 費 50, 463, 397 

1 総 務 管 理 費 39, 242, 224 

2 徴 税 費 6. 834, 794 

3 戸籍住民基本台帳費 2, 680, 218 

4. 選 挙 費 998, 019 

5. 統 計 調 査 費 231. 106 

6 人 事 委 員 会 費 191, 535 

7. 監 査 費 285, 501 

(3) 」ヲ ど も 育 成 費 117, 369, 786 

1. 
、，

ど も 育 成 費 117, 369, 786 」

(4) 保 健 福 祉 費 203, 856, 825 

1. 社 ,ft 福 祉 費 21, 544, 883 

2. 保 健 衛 生 費 17,586,416 

3 高 齢 福 祉 費 37,433,866 

4. 障 f手 い 福 祉 費 43. 572, 661 

5 生 活 保 護 費 83, 695, 812 

6. 災 害 救 助 費 23, 187 

( 5) 環 境 費 31. 691, 765 

1 生 活 環 境 費 30,469, 121 

2 上 水 道 費 1. 222, 644 

1
 

1
 



款 項 金 額

千円

(6) 農 林 水 産 業 費 8, 119, 783 

1 . 農 林 業 費 1, 982, 290 

2. 農 地 費 815,014 

3. 水 産 業 費 2, 807, 679 

4. 市 場 費 2, 514, 800 

( 7) 経 済 観 光 文 ィι費 86, 527, 474 

1. 商 工 費 79, 337, 030 

2. 観 光 費 2, 641, 234 

3 文 イ白 費 4, 549, 210 

( 8) 土 木 費 39, 680, 385 

1. 土 木 管 理 費 652, 398 

2. 道 路 橋 り よ う 費 18, 580, 827 

3 河 ill 水 路 費 L 823, 082 

4. 住 宅 費 17,756,311 

5. 建 築 fr 政 費 867, 767 

( 9) 都 市 言十 画 費 57, 388, 603 

1 . 都 市 計 画 管 理 費 2, 475, 863 

2 都 市 開 発 費 2, 270, 290 

3. 街 路 橋 り よ う 費 6, 290, 246 

4 公 困 費 9, 710, 412 

5. 駐 車 場 費 827 

6. 下 水 道 費 20, 980, 619 

7. 高 速 鉄 道 費 15, 660, 346 

η
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款 項 金 額

千円

(IO) 港 湾 空 港 費 11, 677, 242 

1 . 港 湾 空 港 管 理 費 6, 405, 955 

2 港 湾 建 設 費 5, 271, 287 

(11) t自 防 費 14, 523, 477 

1 I背 防 費 14, 523, 477 

(12) 教 育 費 120, 600, 425 

1. 教 育 総 務 費 19, 642, 062 

2. ． 中 学 校 管 理 費 75, 223, 578 

3. 小 中 学 校 建 設 費 II, 230,317 

4. 高 等 学 校 費 3, 817, 552 

5 幼 稚 園 費 218,457 

6 特 知l 支 援 学 校 費 8, 643, 643 

7. 社 会 教 育 費 I, 824, 816 

(13) 災 害 復 l日 費 6, 000 

1 農林水産施設災害復旧費 3, 000 

2 市 営 住 宅 災 害 復 旧 費 3, 000 

(14) 公 債 費 94, 595, 247 

1 . 公 債 費 94, 595, 247 

(15) 諸 支 出 金 53, 124 

1. 土 地 関 発 基 金 費 53, 124 

(16) 予 備 費 300,000 

1 予 備 費 300, 000 

歳 出 i'i 計 838, 769, 000 

円。



第 2表債務負担行為

事 項

本庁舎特別高圧受変電設備

更 新 工 事

システム刷新事業に係る

公費医療シ ス テ ム 等 構 築

システム刷新事業に係る

人事給与システム構築等

公民館改築工事

早良地域交流センター整備事業

期間

,, 

平成 31年度

平成 31 年度

平成31年度から

平成36年度まで

平成 31 年度

平成33年度から

平成48年度まで
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限度額

千円

334,3 l 8 

総額654,219千円を限度とする

事業費並びにこれに対する消費

税及び地方消費税の合計額相当

額

総額l,037,532千円を限度とす

る事業費並びにこれに対する消

費税及び地方消費税の合計額相

当額

l 54,866 

総額4,016,017千円に金利変動

による増加額を加算した額を限

度とする事業費並びにこれに対

する消費税及び地方消費税の合

計額相当額



事 項 期間 限度額

千円

平尾小学校留守家庭子ども会室

解 体工 事
平成 3l年度 1,748 

老人いこいの家改築工事 平成 3l年度 21,435 

平成 31 年度

東部資源化センター整備事業｜ 及び

平成 32年度

平成31年度以降

2,468,880 

東部埋立場周辺整備等交付金

平成31年度から

平成36年度まで

平成31年度以降

420,000 

スタートアップ支援施設運営事業

平成31年度から

平成35年度まで

平成31年度以降

435,530 
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事 項 限度額期間

！日大名小学校外壁改修工事 平成 31年度

千円

66,983 

福岡市立地交付金の

分割交付に係る交付金

（平成 3 0 年度分）

平成31年度から

平成34年度まで

平成31年度以降

778,000 

福岡市小口事業資金に係る

信用保証に対する損失補償

平成31年度から

平成45年度まで

福河市小口事業資金に係る保証

額の事故率5パーセント以内に

おける福岡県信用保証協会の損

失負担額の3分の2相当額

福岡市災害復旧特別資金に係る

信用保証に対する損失補償

平成31年度から

平成45年度まで

福岡市災害復旧特別資金に係る

保証額の事故率20パーセント

以内における福岡県信用保証協

会の損失負担額の2分のl相当額

福岡市商工業振興資金に係る

信用保証に対する損失補償

平成31年度から

平成45年度まで

福岡市商工業振興資金に係る保

証額の事故率3パーセント以内

における福岡県信用保証協会の

損失負担額の2分の l相当額

n
h
u
 l

 



事 項 限度額期間

福岡市経営安定化特別資金に係る

信用保証に対する損失補償

平成31年度から

平成45年度まで

千円

福岡市経営安定化特別資金に係

る保証額の事故率5パーセント

以内における福岡県信用保証協

会の損失負担額の2分の l相当

額

福岡市設備対応資金に係る

信用保証に対する損失補償

平成31年度から

平成50年度までー

福岡市設備対応資金に係る保証

額の事故率5パーセント以内に

おける福岡県信用保証協会の損

失負担額の2分の l相当額

福岡市ワールドビジネス振興資金に

係る信用保証に対する損失補償

平成31年度から

平成45年度まで

福岡市ワールドビジネス振興資

金に係る保証額の事故率5パー

セント以内における福岡県信用

保証協会の損失負担額の2分の

l相当額

福岡市新事業開拓資金に係る

信用保証に対する損失補償

平成31年度から

平成50年度まで

福岡市新事業開拓資金に係る保

証額の事故率20パ｝セント以

内における福岡県信用保証協会

の損失負担額の2分の l相当額

福岡市創業支援資金に係る

信用保証に対する損失補償

平成31年度から

平成45年度まで

福岡市創業支援資金に係る保証

額の事故率5パーセント以内に

おける福岡県信用保証協会の損

失負担額相当額

η
t
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事 項 限度額期間

福岡市特別資金に係る

信用保証に対する損失補償

平成31年度から

平成45年度まで

千円

福岡市特別資金に係る保証額の

事故率5パーセント以内におけ

る福岡県信用保証協会の損失負

担額の2分の l相当額

福岡市環境・エネルギー対応資金

に係る信用保証に対する損失補償

平成31年度から

平成45年度まで

福岡市環境・エネルギー対応

資金に係る保証額の事故率10

ノf一セント以内における福岡県

信用保証協会の損失負担額の2

分の l相当額

福岡市経営力強化資金に係る

信用保証に対する損失補償

平成31年度から

平成45年度まで

福岡市経営力強化資金に係る保

証額の事故率10パーセント以

内における福岡県信用保証協会

の損失負担額の2分の l相当額

第 2期展 示場等整備事業
平成32年度から

平成47年度まで

総額9,564,253千円に金利

変動による増加額を加算した

額を限度とする事業費並びに

これに対する消費税及び地方

消費税の合計額相当額

第 2期展示場用地等造成工事 平成 31 年度 187,200 

。。ー



事 項 期 閲 限 度 額

千円

市営住宅整備事業 平成 31 年度 平成31年度以降

（平成 3 0 年度分）
及び

平成 32年度 5,648,000 

市営住宅ストック総合改善事業

（平成 3 0 年度分）
平 成 31 年度 945,000 

動植物園再生事業

（動物園ペンギン展示施設関連） 平 成 31 年度 739,400 

（平成 3 0 年度分）

福岡北九州高速道路公社に対する 平成30年度から
540;000千円を限度とする貸付

政府資金貸付金に係る債務保証 平成50年度まで
金相当額

福岡北九州高速道路公社に対する 平成30年度から 23,028,000千円を限度とする

貸付金及びこれに対する利息の
民間資金等貸付金に係る債務保証 平成 50年度まで 合計額相当額
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事 項 期間 限度額

港 湾 情 報システム更新

平成 31 年度

及び
平成 32年度

千円

総額298,549千円を限度と

する事業費並びにこれに対す

る消費税及び地方消費税の合

計額相当額

博多ポートタワー改修工事｜平成 31 年度 193,835 

旧大名小学校東校舎等

解 体 その他工事
平 成 31 年度 213,697 

平尾小学 校グラウンド

整 備 その他工事
平成 31 年度 180,193 

学校給食センター整備運営事業

（第 3 センター）

平成31年度から

平成46年度まで

総額 13,608,846千円に金利

変動による増加額を加算した

額を限度とする事業費並びに

これに対する消費税及び地方

消費税の合計額相当額

nu 
q
L
 



事 項 期 間 限 度 額

千円

平成30年度から
共同発行市場公募地方債の発行

地方債の共同発行によって 総額から本市負担額を控除して

生 ず る 連帯債務 平成40年度まで
得た額及びこれに対する利息の

合計額相当額
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第 3表地方債

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法

スポーツ施設 千円 % 

整 備 費
543,000 

証書借入又は証券 9.0以内 起債年度の翌年度
社会教育施設

1,177,000 
整 備 費 発行（他の地方公共 から据置期間を含め、

庁舎建設費 209,000 団体との共同発行を ただし、利率見 40年以内に元利金又

含む。）の方法により 直し方式で借り は元金を均等に償還
児童福祉施設

369,000 
整 備 費 政府、銀行その他か 入れる政府資金 し、証券発行の細目

老人福祉施設
376,000 ら借り入れる。 及び地方公共団 は市長の定めるとこ

整 備 費

社会福祉施設
起債時期は平成30 体金融機構資金 ろによるものとする。

307,000 
整 備 費 年度とする。 について、利率 ただし、償還方法

災害援護資金
1,667 ただし、工事又は の見直しを行っ については融資条件

貸付事業費

環 境 施 設 市財政の都合により た後においては、 により変更すること
1,566,000 

整備事業費 起債額の全部又はー 当該見直し後の ができる。

水道事業出資金 598,000 部を翌年度以降に繰 利率とする。 なお、市財政の都

り越して発行又は借 合により据置期間及
農林業振興 費 76,000 

り入れることができ び償還期限を短縮し、

農地整備事業費 217,000 る。 若しくは繰上償還又

漁港整備事業費 58,000 
は借換えすることが

できる。

観光施設整備費 162,000 

道路橋りょう

整 備 費
7,232,000 

一河川水路改良費 635,000 

市営住宅建設費 3,912,000 

街路橋りょう
2,331,000 

整 備 費

都市高速道路
1,241,000 

事 業 費

公園緑地整 備
2,640,000 

事 業 費

η
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起債の目的 限 度 額 起債の方法 手U 率 償還の方法

千円
高速鉄道事業費 3,860,000 

空港整備費 2,435,000 

港湾改修費 2,895,000 

海岸事業費 [3,000 

消防施設整備費 791,000 

学校建設費 5,481,000 

教育センタ ー
3,000 

建 設 費

臨時財政対策 38,500,000 
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